
1 
 

 

平成 28 年 3 月 22 日 

 

豊 能 町 教 育 委 員 会 

教育長 石塚 謙二 様 

豊能町小中一貫教育等充実検討委員会 

委 員 長  鈴 木  正 敏 

 

 

豊能町における小中一貫教育等の充実について（答申） 

 

 

１ はじめに 

平成２１年度の豊能町小学校適正配置審議会から提言された「豊能町立西

地区の適正規模及び適正配置について（提言）」及び平成２５年度の豊能町西

地区小中一貫教育推進委員会「特別委員会」から提言された「豊能町西地区

小中一貫教育について（提言）」を、平成２６年度に教育委員会で町全体の教

育の在り方として検討し「今後の小中一貫教育に関する方向性」をまとめ、

その方向性について諮問を受けた。  

教育委員会の小中一貫教育に関する方向性は、学校での児童生徒の集団が

小規模になっていることを課題と捉え、保幼小中が一体となって教育を進め

る一貫教育を推進することで、充実した豊能町の教育環境づくりを進めると

いうもので、そのためには、学校施設の再配置をも視野に入れて取り組んで

いくというものである。しかし、具体的なビジョンを示したものではないた

め、さまざまな視点での自由な意見を求めているものである。 

そこで、本委員会は、現状の小中連携の推進をより進め、保幼小中一体化

したカリキュラムのもと運営を行う小中一貫教育の推進や、小中学校の再配

置によりクラス替えができる規模の学校に再配置することでの教育効果の向

上をめざすという方向性について、課題を明らかにするための答申と捉えて

検討を行った。 

 

２ 審議の基本的な進め方 

本委員会は、現在保育所幼稚園等の就学前施設や豊能町立小中学校に通っ

ている子どもの保護者委員（ＰＴＡ又は保護者会代表）、学校園所関係者（所

属長及び教職員代表）、学識経験者により構成している。委員会では、下記の

ように部会を設定し審議を行った。 
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全体会（全委員） 

  │ 

  │ ┌─ 教育環境部会（保護者委員、所属長、学識経験者） 

└─│ ※子どもを取り巻く教育環境の現状について 

   │ 

    └─ カリキュラム部会（所属長、教職員代表委員、学識経験者） 

  ※学校・園・所の現状について 

 

 教育環境部会では、保護者委員や所属長を中心に、教育委員会の提示した

方向性についての審議を行い、カリキュラム部会では、学校関係者の委員を

中心に教育環境部会での意見や小中一貫教育全般についての審議を行った。

それらの各部会の意見を全体会で協議し答申としてまとめた。 

 

３ 現状 

①小学校・中学校の児童生徒数推移予想 

小学校 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

東能勢小 １８４ １７９ １７０ １５０ １５１ １４６ 

東地区 小計 １８４ １７９ １７０ １５０ １５１ １４６ 

吉川小 ８５ ８１ ７８ ７６ ６９ ６８ 

光風台小 ２４４ ２２５ ２２９ ２２９ ２０８ ２０９ 

東ときわ台小 １８４ １６３ １５４ １４２ １１８ １０２ 

西地区 小計 ５１３ ４６９ ４６１ ４４７ ３９５ ３７９ 

合  計 ６９７ ６４８ ６３１ ５９７ ５４６ ５２５ 

H27 との比較 ０ ▼４９ ▼６６ ▼１００ ▼１５１ ▼１７２ 

 

中学校 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

東能勢中 １０２ １００ １０９ １０３ １０１ ８３ 

吉川中 ３３８ ３３０ ３０８ ２７９ ２５８ ２３９ 

合  計 ４４０ ４３０ ４１７ ３８２ ３５９ ３２２ 

H27 との比較 ０ ▼１０ ▼２３ ▼５８ ▼８１ ▼１１８ 
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推移のグラフ（平成 27 年～32 年） 

 

平成 27 年度は、小学校が４小学校で全２４学年(６学年×４校)中、３学年

が２学級編制で２１学年が単学級となっている。中学校は２中学校で全６学

年（３学年×２校）中、１４学級であるが、平成３２年度は、４小学校で２

学級編制ができるのは１学年のみで、他の学年は全てが単学級となる。中学

校では、吉川中学校で、２又は３学級編制となり、町内で全１０学級となる

見込みである。 

 

②学級数の推移予想 

小学校 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

東地区児童数 

（現状での学級数） 

１８４ 

（６） 

１７９ 

（６） 

１７０ 

（６） 

１５０ 

（６） 

１５１ 

（６） 

１４６ 

（６） 

東１校とした 

学級数 

学年１学級 

６学級 

学年１学級 

６学級 

学年１学級 

６学級 

学年１学級 

６学級 

学年１学級 

６学級 

学年１学級 

６学級 

H27 との増減 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

西地区児童数 

（３校での学級数） 

５１３ 

（２１） 

４６９ 

（２０） 

４６１ 

（２０） 

４４７ 

（２０） 

３９５ 

（１９） 

３７９ 

（１８） 

西１校とした 

学級数 

学年２,３学級 

１５学級 

学年２,３学級 

１４学級 

学年２,３学級 

１３学級 

学年２,３学級 

１３学級 

学年２学級 

１２学級 

学年２学級 

１２学級 

H27 との増減 ０ ▼１ ▼２ ▼２ ▼３ ▼３ 

町の児童数 ６９７ ６４８ ６３１ ５９７ ５４６ ５２５ 

町１校とした 

学級数 

学年３,４学級 

２０学級 

学年３,４学級 

１９学級 

学年３学級 

１８学級 

学年３学級 

１８学級 

学年２,３学級 

１７学級 

学年２,３学級 

１６学級 

H27 との増減 ０ ▼１ ▼２ ▼２ ▼３ ▼４ 
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中学校 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

東能勢中 生徒数 

（現状での学級数） 

１０２ 

（４） 

１００ 

（４） 

１０９ 

（４） 

１０３ 

（３） 

１０１ 

（３） 

８３ 

（３） 

吉川中 生徒数 

（現状での学級数） 

３３８ 

（１０） 

３３０ 

（９） 

３０８ 

（９） 

２７９ 

（８） 

２５８ 

（８） 

２３９ 

（７） 

町の生徒数 ４４０ ４３０ ４１７ ３８２ ３５９ ３２２ 

１校とした 

学級数 

学年４学級 

１２学級 

学年４学級 

１２学級 

学年４学級 

１２学級 

学年３,４学級 

１１学級 

学年３,４学級 

１０学級 

学年３学級 

９学級 

H27 との増減 ０ ０ ０ ▼１ ▼２ ▼３ 

東地区においては、小学校は減少傾向であるが、学級数としては、既に１

学級となっているため変化はない。中学校は、２学級の学年もあるが、小学

校と同じように１学級で変化はない。 

西地区においては、小学校は光風台小学校のみ２学級の学年は３学年ある

が、６年後には全て単学級となる。他の２校は、既に１学級編制となってい

る。 

中学校では、減少傾向が進み、２学級編制へとなりそれが継続していく。 

東地区より、西地区の方が急速に減少していく傾向にある。 

 

③学校園所の連携の取組 

町内の各学校園所では、隣接する異校種間でのスムーズな接続を進め、児

童生徒の教育効果の向上をめざして以前より取組を進めてきている。これら

の取組は、異校種間の教育目標や具体的な教育内容の理解を促進することで、

各所属が指導方法の改善を行うために進めてきた。 

（児童生徒の交流） 

・運動会・体育祭の参観 

 ・学習発表会の見学 

・行事の見学(合唱発表会や体育祭等の見学) 

・授業や部活動の体験及び見学 

・中学校区での地域の取り組みの協力 

（例）ふれあいのつどい、ミニスポーツ大会等 

（教職員の交流） 

・合同研修会の実施（町主催研修会、各所属内研修の合同実施） 

・授業参観の実施 

・引継ぎ会の実施 

 （地域との連携） 
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 ・学校ボランティアの授業支援 

 ・放課後の居場所づくりへの支援 

・登下校の見守り活動 

・小学校区青育協との連携 

  

４ 小集団での課題と考えられる面 

（１）社会性の育成 

クラス替えが実施できない学校規模では、児童生徒が出会える友人が

限られることになり多様な考えを学ぶ機会が減少する。また、クラス替

えにより友人関係がリセットされる機会がないため、固着化してしまう。 

社会性を育む上では、多様な価値観に触れていくことが必要であるの

で、そのような環境を作り出す必要がある。 

（２）学校教育の多様性 

①指導内容及び方法 

教員数が少ないと学校内での指導内容や指導方法に関する意見が多様

になりにくい。また、教員一人にかかる校務が増え、負担が多くなる。

教育活動を活性化するためには、教員間で様々な視点での論議ができる

ように 1校あたりの教員数が多くなるようにすることが必要である。  

②児童生徒の活動 

児童生徒数が少ないと、同じメンバーでの活動が増え、児童生徒間の

関係は親密になり、児童生徒間のつながりは深まるが、関係は固着化し、

多様な考えの中での活動の広がりが薄れることも懸念される。 

また、生徒数の減少により中学校の部活数が少なくなり、生徒が選ぶ

部活を多様化する必要がある。 

（３）教員の指導力向上のための校内研修（ＯＪＴ）の充実 

教員数が多い方が、教員間で様々な意見交流ができ、教員間での学び

合いが期待できる。特に、経験年数の少ない教員にとっては、先輩教員

からのアドバイスを日常の業務を進める中で受けることができるＯＪＴ

を受けることができる。単学級での学年経営となった場合、その機会が

減少することになる。 

 

５ 再配置での課題と考えられる面 

（１）登下校 

通学距離が長くなると、登下校の安全確保が不安である。また、スク

ールバスを利用するとなった場合、早退やクラブ活動などでの細かな対

応が難しくなると考えられる。 
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現在、お世話になっている登下校の安全見守りのボランティアの仕組

みが無くならないか心配である。 

（２）学校・教員数 

学校数が減ると、町全体の総教員数が減少する。町の教職員全体で研

究活動を進めているが、活性化しなくなる。また、教員の人事異動が難

しくなることも、学校の活性化には影響が出ると考えられる。 

今後、さらに児童生徒数が減少した場合、再配置するメリットとして

いるクラス替えのできる学校規模が維持できなくなることも想定するこ

とが必要である。 

（３）地域との連携 

 小学校区ごとに、地域の様々な団体やボランティアの方のつながりが作

られ、学校への支援が充実している。この豊能町の特色がなくなるのでは

ないか心配である。 

 

６ 施設の在り方について 

今後の学校施設の在り方については、西地区と東地区から下記のような意

見が出された。各地域の実情があるので、再配置案をとまとめることはでき

ないが、現状では、下記に示した４つの考え方を中心に検討していくことが

妥当であろうと考えられる。ただ、それぞれにメリットとデメリットがある

ため、どの案でも課題について充分検討していくことが必要である。 

 

＜意見の主なもの＞ 

・東地区は、1 中学校１小学校１こども園しかなく、東西それぞれで小中

一貫教育を進めるとなった場合には、東地区では、学年ごとの集団の規

模の増加は期待できないため、人間関係の広がりや部活数の増にはつな

がらない。就学前教育をも含めた小中一貫教育による教育内容・指導方

法の工夫による効果には期待できるところがあるが、スクールバスの運

用を考えた東西を合わせた再配置を検討すること。 

・スクールバスの運用を考えた再配置については、徒歩での通学が好まし

いので、児童生徒の登下校の負担や地域とのつながりを充分に考慮して

検討すること。 

・現状の学校数を維持し、小集団の良さを大切にして、教育の質を向上さ

せることを検討すること。 
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 ＜再配置の考え方＞   

 ① 町全体で１小１中とする 

 
 
 
 
 
 

小・中…１校              
＜一体型＞    ＜小・中とも西へ＞    

  

② 東地区、西地区でそれぞれ１小１中とする。 
 
 
 
 
 
 
 

小・中…１校        小・中…１校 
＜一体型＞         ＜一体型＞ 

 

 ③ 現状の４小２中を維持する。 

 

 

 

 

 

 
小…３校 中…１校    小…１校 中…１校 

＜併設型＞         ＜併設型＞ 

 

④ 東地区は小中一貫教育校とし、西地区は１中３小で連携を進め今後 

の在り方を検討していく。 

 

 

 

 

 

 
小…３校 中…１校     小・中…１校 

＜併設型＞        ＜一体型＞ 

 

吉川中学校区 東能勢中学校区 

●バス通学が必要 
●教員の研修・人事異動が難しい 
●東地区の学校がなくなる 
○小中学校が 2 学級以上規模 
○中学の部活は解消 
 
 
 
 

●：デメリット ○：メリット 

吉川中学校区 東能勢中学校区 

●中学の部活数の減少 
●東地区の小規模校化 
○西地区小学校が 2 学級規模 
○小中一貫教育の推進 
 
 
 

吉川中学校区 東能勢中学校区 

●児童生徒の小集団化 
●学校の小規模校化 
●小中一貫教育の推進が負担 
○地域との関係が継続 
○教員の人事異動が可能 
 
 
 

吉川中学校区 東能勢中学校区 

？ 
●児童生徒の小集団化 
●学校の小規模校化 
●今後の再配置が不透明 
○地域との関係が継続 
○教員の人事異動が可能 
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※ ①～④の順位はない。 

※ 一体型とは、敷地が同じことを意味し、学校運営面での一体とは限定していない。併設

型とは、距離が近い遠いは関係なく敷地が同じでない場合である。 

 

７ 今後の課題として 

豊能町としての小中一貫教育のビジョンを作り上げることが早急な課題

であるが、再配置を早急に進めるということではない。 

小集団のデメリットを解消または軽減するための取組を、小学校間や中

学校間の交流、さらには東西学校間の交流など、できることから早急に進め

てほしい。 

そして、小学校と中学校が９年間で育てたい子ども像を共有し、課題に

共に取組むことが求められる。例えば、中学校の抱える部活動の課題を小中

学校共通の課題として捉え取り組むということなどは、現状でも可能ではな

いかと考える。 

さらには、教育の中身である授業でさらに特色のある教育を進め、子育

て世代の移住を誘引するような取組を進めてほしい。また、学校のアフター

スクールプログラムを検討し、学校教育だけでなく、豊能町だからこその付

加価値を、地域の方との協働の中でつくることも検討してほしい。 

子どもの育つ環境の改善という視点で、東地区の学校を取り巻く環境や

中学校給食の改善、さらには、親が働けるという環境について保育時間の延

長などの子育て支援の充実なども検討するべきではないかとの意見が出さ

れた。これらは今回の小中一貫教育等の充実という範囲を超える意見ではあ

るが、子どもを取り巻く環境であることには違いない。 

町づくりとして、豊能町の課題（交通や医療機関等）を検討し、人口が

増加していくような町づくりをめざしてほしい。 

 

８ おわりに 

不登校や中学校の段差解消の対応として、小中連携や小中一貫教育の取

り組みが全国的には始まったが、本委員会での論議は、豊能町ならではの教

育で豊能町の子どもに何ができるのかという視点で話し合いがなされた。今

後は、今回の答申を具体的に進めるための学校関係者での組織作りや、東西

の学校が交流を進められるような交通手段の確保などの検討を行い、学校が

連携してできることを増やし、徐々に町内の学校の繋がりが深まり、豊能町

の子どもたちにとって充実した教育環境となるよう進めていってほしい。 

  

   


